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我が国では人口減少が進んでいるが，最終的に落ち着く人口規模の見通しが立っていない現状にあり，

特に地方部では，市街地を中心に都市機能の衰退が懸念されている．そこで本研究では中核市を対象に，

あらかじめ拠点の都市機能が存在できる最低限の人口と人口密度を，それぞれ最低人口と最低人口密度と

定義した上で，2 つの異なる方法で得られた立地確率をもとに検討・算出を行った．分析の結果，施設によ

って成立しやすい拠点後背圏の人口規模や人口密度が異なることが明らかになり，各拠点に必要な機能が

最低限立地できる最低人口と最低人口密度による閾値が求められた．実際の拠点の現状と比較すると，こ

の閾値を満たしていない拠点がみられ，重点的な人口集約や，拠点設定の見直しを行うことなどが考えら

れる． 
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1. はじめに 
 
我が国では人口減少が進んでおり，国立社会保障・人

口問題研究所 1)によると, 2015 年現在の総人口が約 1 億

2,700万人であるのに対し，50年後にあたる2065年には，

およそ 3 割減の約 8,800 万人になると推計されている．

しかし，最終的な適正人口規模については見通しが立っ

ていない現状にある 2)．また，人口減少の進行について，

農林水産省 3)では都市圏ごとに推計を出しており，特に

地方圏の将来人口の減少は三大都市圏（東京圏・名古屋

圏・大阪圏）と比べて，いち早く進むことが予想されて

いる． 

さらに，先述した人口面での課題の他に，住宅や店舗

の郊外立地が進み，低密度な市街地として拡散・形成し

ていくことで生じる中心市街地の空洞化などの都市面の

課題も挙げられる．中でも百貨店の撤退は，中心市街地

空洞化の象徴的な出来事といえる．山形市中心部に立地

していた大沼百貨店は 2020 年 1 月に，徳島市中心部に

あったそごう徳島は同年8月に閉店した4)．これに伴い，

山形県と徳島県は一時期，百貨店の存在しない県となり，

それに相当する都市機能が失われたとみることができる．

百貨店撤退の要因は，人口減少や中心市街地の空洞化だ

けによるものとは一概に言えないが，地方を中心に都市

機能の衰退が進んでいる現状にある 5)． 

以上から，我が国では全国的な人口の減少と，主に地

方部における中心市街地の求心力の低下によって都市サ

ービス施設（以下，施設）の撤退が進む懸念があるため，

都市機能が集積する拠点の維持が求められている．こう

した状況を踏まえて，都市施設の立地を誘導する「都市

機能誘導区域（以下，都誘区域）」と，住居のまとまった

立地を図る「居住誘導区域（以下，居誘区域）」の設定が

可能な立地適正化計画（以下，立適）を策定する自治体

が増えている 6)．そしてこの立適の評価指標に，区域内

の人口や人口密度を設定している自治体が多くみられる．

例えば宇都宮市 7)の立適では，今後の人口減少や人口構

造の変化に対応すべく，人口の将来の見通しを踏まえて，

居住を誘導する区域の一定の人口密度の維持を図るとし

ている．さらに，立適の居住誘導に関する評価や数値目

標として，人口割合や人口密度を指標に採用しているも

のも見受けられる．長野市 8)では，評価指標に居誘区域

内の人口密度を用いており，現状値から目標値を設定し

ている．このように立適では，人口推計の見通しや，人

口や人口密度をなるべく現状維持するような計画内容が

一般によくみられる．しかし人口減少下においてはどの
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程度の人口や人口密度が存在すれば都市機能が存在でき

るのかといった最終的なデッドラインを把握しておくこ

とは極めて重要である．そこで，本研究ではあらかじめ

施設が立地できる最低限の人口を最低人口，最低限の人

口密度を最低人口密度と定義し，この値を検討する． 

 

 
2. 研究の位置づけ 
 
(1) 既存研究のレビュー 

拠点の維持・形成に関する研究として，森本ら 9)は拠

点内の施設数の増減という視点から，拠点の維持につい

て分析している．また，岡野ら 10)は立適および都市計画

マスタープラン（以下，都市マス）の拠点階層による位

置づけと，立適策定前からの立地業種数の変化から，拠

点内に立地する施設の実態を分析し，都誘区域のあり方

について論じている．さらに森尾ら 11)は「小さな拠点」

を対象に，拠点周辺の人口動態からその成立可能性につ

いて検討している．  
施設と人口にまつわる指標を用いて，両者の関係性を

分析した研究も多く見受けられる．貞広 12)は，人口の分

布と店舗の分布が比例関係にある業種を推定している．

また，森永ら 13)は，生活環境を施設の分布という面から

分析し，そのうち生活利便施設と人口との関係について

も分析．さらに海道 14)は，DID人口密度を用いて，交通

条件と徒歩圏の施設を中心に，都市の生活環境評価をお

こなっている．池上ら15)は，生活利便性の高低に応じて，

人口集積の状況がどのように変わるのかを検証している．

いずれも，利便性という観点から人口と施設分布を論じ

た研究となっており，人口の分布と，施設の分布には関

係性があると示唆している． 
人口や人口密度の度合いによって，施設が立地する確

率がどのように変わるのかを分析した先行研究も多くあ

る．国土交通省は，2050 年を見据えた国土づくりの理念

や考え方を示す「国土のグランドデザイン 205016)」にお

ける参考資料に，「サービス施設の立地する確率が 50%
および 80%となる自治体の人口規模 17)」を取りまとめて

おり，施設が立地する確率（以下，立地確率）が 50%か

ら 80%における自治体の人口規模を示している．また，

田村ら 18)は，中山間地域の居住意向をうかがった上で必

要な生活利便施設と，1km メッシュ人口密度という指標

で関連分析をおこなっている．さらに田村・田中 19)は，

この人口密度がどの程度あれば，対象の施設が少なくと

も立地するか，より詳細な分析まで踏み込んでいる．吉

城ら 20)は，施設立地と人口規模の関係を分析した既存研

究を整理・提示した上で，子育て機能に関連する施設に

絞り，自治体の人口規模との関連を分析し，これも立地

確率で示している． 

しかし，人口減少が進む我が国では，都市機能の保持

のために人口や施設の密度の低下を抑える対策が必要な

のにもかかわらず，「拠点」として維持し続けられる人口

規模および人口密度とはどの程度か，検討している研究

はみられない． 
 
(2) 研究の特長 

本研究は以下の特長を有する． 
1) 現在から将来にかけての人口規模や人口密度，施設

の立地状況等から拠点を設定する考えではなく，拠

点規模に応じて求められる都市機能から，拠点の維

持・存在に必要な人口や人口密度の 2 つの指標を用

いて逆算しているという新規性を有する． 
2) 人口減少が進む我が国では，都市機能の維持が難し

くなることが予想されている中，最低人口と最低人

口密度といったあらかじめ拠点機能が発揮できる

最低限の人口や人口密度の具体的な数値を示して

おり，それを下回らないような政策立案や努力目標

等の策定の一助になると想定されることから，有用

性の高い研究である． 
 
 
3. 分析概要・使用データ 

 

(1) 分析対象地域 

国土交通省の「立地適正化計画の手引き（以下，立適

の手引き）21)」には，地方中核都市クラスにおける，「中

心拠点」と「地域／生活拠点」のそれぞれで必要な都市

機能と施設例を提示している．本研究では地方中核都市

クラスについて，地方圏の人口減少がいち早く進むと予

測されている中，高次都市機能が立地し，広域的にも影

響力があると考えられる中核市を分析対象とした．中核

市の要件には「人口 20 万人以上」22)があり，「保育所」

や「特別養護老人ホーム」といった社会福祉施設の設置

や認可を行える権限を持つ 23)．よって，本研究の対象地

域として，2021年4月1日現在の中核市62市を選定し，

このうち，国土数値情報の立地適正化計画データ 24)が確

保できた 43 市を対象とした． 
 

(2) 対象拠点の設定 

本研究では，立適にて設定されている法定の都誘区域

に着目し，1 つの「立適上で区域名が設定されている都

誘区域」を 1 つの「拠点」としてみなす．区域名が設定

されていない都誘区域として存在している場合は，拠点

の明瞭な境界が判断できず，拠点人口規模や人口密度が

定められないため，対象から外した．一方で，川などに

よって都誘区域が細かく複数に分かれている場合につい

ては，各分析対象市の立適や都市マスと照らし合わせ，
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同じ区域名であると判断した場合は，それらを１つの拠

点とみなした．そして，この拠点を一部でも含む法定の

居誘区域と対象の都誘区域をあわせて「拠点後背圏」と

して抽出し，施設の立地状況や人口，人口密度の算出を

行う．また，1 つの拠点として維持できるかに着目して

いるため，本研究では 1 つの居誘区域に複数の都誘区域

があるような場合は，研究対象から除外している． 
なお，法定の都誘区域に階層性を持つ市が存在するが，

立適の拠点名から中心拠点と地域/生活拠点に分けた．た

だし具体的な区域名を設定していない階層については対

象外とし，都誘区域内に他の階層の都誘区域が存在する

場合は，より広範な都誘区域を対象とした．以上の処理

をした結果，計 111 箇所の拠点を分析対象とする． 
 

(3) 対象施設の選定 

本研究では，立適の手引き 21)の「中心拠点」と「地域

／生活拠点」のそれぞれで必要だと想定される施設を参

考に，計 22 施設を選定した（表-1）．施設の選定にあた

り，同様の機能を有すると考えられる施設同士について

は，中心拠点より小さい規模の地域／生活拠点に必要な

施設のみを対象とした．そのため，「総合福祉センター」

は「地域包括支援センター」に，「子育て総合センター」

は「子育て支援センター」，「中央図書館」は「図書館（支

所を含む）」の立地状況をみる．また，施設立地の把握が

困難な施設については，把握が容易な施設に代替して分

析を行った．これにより，相当規模の商業集積について

は「国土のグランドデザイン 2050」の参考資料 17)での小

売施設を参考に，「ショッピングセンター」と「百貨店」

に，「在宅系介護福祉施設」は「老人福祉施設」に，「子

育て支援センター」は「保育所」や「幼稚園」，「認定こ

ども園」に，「社会教育センター」は「公民館」とみなし

た．さらに，施設として立地していないが必要な機能に

ついては，活動場所等から判断して他施設に代替した．

例えば，「コミュニティサロン」は活動場所が「公民館や

集会所」とある 25)ことから，代表して「公民館」に，「児

童クラブ」は「小学校」，「中学校」とみなした． 
施設データについては，国土数値情報 24)や対象施設の

住所が得られる全国店舗マップ 26),27)，各自治体や協会の

資料等 28),29),30),31),32)から用いた．ただし，施設が立地する

緯度経度の情報を含まないデータについては，ジオコー

ディングサービス 33),34)を用いて取得した．  
 
(4) 施設の立地確率の算出方法 

拠点後背圏人口は，2015 年国勢調査の小地域（町丁目）

人口を拠点後背圏で面積按分を行った値で，拠点後背圏

人口密度は，拠点後背圏人口をその拠点後背圏の面積で

除した値となっている．そして，各拠点において対象の

施設が，拠点後背圏内に少なくとも 1 つ立地するかどう

かをカウントし，施設ごとの立地確率 50%と 80%にあた

る拠点後背圏人口と人口密度を求める． 
本研究では立地確率について，国土のグランドデザイ

ン205017)における算出方法（以下，区分による立地確率）

のほかに，施設が立地する累積比率による算出方法（以

下，累積比率による立地確率）を提案する．  
区分による立地確率は，対象の 111 の拠点を拠点後背

圏人口区分と人口密度区分に応じて分類し，各階級の立

地確率を算出した際の回帰式を求めるもので，本研究の

人口区分での階級の拠点数とその人口の平均値を表-2
に，人口密度区分での階級の拠点数とその人口密度の平

均値を表-3に示す．施設ごとに，各階級における施設が

少なくとも 1 つ立地する確率を求め，先行研究 19),20)にな

らい，縦軸に立地確率，横軸に拠点後背圏人口または人

口密度をとるグラフに，各階級の平均値における立地確

率をプロットする．そして，拠点後背圏人口または人口

密度と立地確率の関係性をみるために，各階級の立地確

率を従属変数，人口または人口密度の平均値を独立変数

とする回帰式の算出を行った．なお，回帰式の推定に際

し，立地確率がある人口または人口密度で100%となり，

それ以降の階級でも 100%が続く場合は，100%が続く 1
番初めの数値までを推定に含んで算出した．この点では

先行研究と判断が異なるが，表で示しているように，階

級によってサンプル数が 3 つや 4 つというように少ない

対象で立地確率を求めており，少ないサンプル数によっ

てある階級での立地確率が簡単に 100%と算出されてし

まう懸念があるため，このような算出方法とした． 
累積比率による立地確率は，開始時から指定時までの

比率の累積値である累積比率の値を用いて算出する．本

研究の分析対象拠点は 111 箇所であり，区分による立地

表-1 本研究の分析対象施設と拠点への分類 

中心拠点 地域／生活拠点

行政機能
・本庁舎 ・支所

・福祉事務所

介護福祉
機能

・地域包括支援センター
・老人福祉施設

子育て
機能

・保育所
・認定こども園
・幼稚園
・児童館（児童センター

を含む）

商業機能
・百貨店
・ショッピング

センター

・食品スーパー

医療機能 ・病院 ・診療所

金融機能
・銀行
・信用金庫

・（ゆうちょ銀行窓口
を有する）郵便局

教育・
文化機能

・文化ホール ・小学校 ・中学校
・図書館 ・公民館
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確率による方法の場合，階級によって立地確率を判断す

るサンプル数が極端に少なくなるという懸念点がある．

そのため，ある施設が立地する拠点のみを対象とし，各

区分に応じて分類する必要なく立地傾向を捉えられる点

が，提案する算出方法の利点である．縦軸を累積比率に

よる立地確率とし，横軸に拠点後背圏人口または人口密

度をとるグラフに対し，例えば，ある施設が立地する拠

点が 10 箇所の場合，1 箇所立地するたびに 10%ずつ累積

され，最終的に 10 箇所の拠点がプロットされ終わると

100%に至るようなグラフとなる．このグラフでは，人口

規模が少なくてもある施設が多く立地する場合，早い段

階で累積比率による立地確率が大きくなり，反対に人口

規模が比較的大きくなければ，立地がされにくい施設に

対しては指数関数的に描かれるため，拠点規模による施

設の立地傾向を捉えることができると考える．以後は前

者と同様に，累積比率による立地確率を従属変数，人口

または人口密度の平均値を独立変数とする回帰式の算出

を行った． 
回帰式の算出では，グラフから線形回帰と複数の曲線

回帰式を作成し，先行研究 19),20)を参考に，調整済み決定

係数が一番高い式を採用する．増減を伴う 2 次関数や 3
次関数なども含めたが，回帰式が初めて縦軸の 100%を

超えたあとは，減少に転じても立地確率が 100%のまま

続くとみなす．また，プロットされた点と回帰式のグラ

フに大きな乖離がみられる場合や，横軸のある区間にお

いて，プロットされた立地確率が 0%のまま続く場合，そ

の区間内で 0%以上の値を示す回帰式は除外した．そし

て先行研究 17)にならい，2 つの立地確率の 50%および

80%にあたる拠点後背圏人口と人口密度を算出した． 
 
(5) 拠点の最低人口・人口密度の算出 

前節の各施設の立地確率を基に，中心拠点および地域

／生活拠点における最低人口・最低人口密度を算出する．

拠点については，分析対象のすべての都市機能を有する

ものとし，算出方法は以下の流れで行った． 
1) 都市機能ごとに，中心拠点あるいは地域・生活拠点

に必要な施設同士を比較し，立地確率が 50%および

80%にあたる人口・人口密度の最小値を求める． 
2) 立地確率 50%もしくは 80%のそれぞれにおける機

能ごとに求められた最小値を比較し，その中の最大

値を，拠点の存在しうる確率（以下，存在確率）50%
と 80%にあたる拠点後背圏人口・人口密度とする． 

3) 得られた存在確率 50%~80%の区間が区分による立

地確率と累積比率による立地確率で重複していれ

ば，最低人口・最低人口密度を推定できたとし，存

在確率 50%と 80%のそれぞれにおける平均値を最

低人口・最低人口密度の 50%ラインおよび 80%ライ

ンとして算出した． 
 
 
4. 拠点後背圏内における施設の立地傾向 
 

3.(4)から得られた回帰式から，拠点後背圏人口でみた

場合の施設立地傾向について，人口区分による立地確率

で得られた結果を図-1に，累積比率による立地確率での

結果を図-2に示す．また，拠点後背圏人口密度でみた立

地傾向について，人口密度区分による立地確率で算出し

た結果を図-3に，累積比率による立地確率の結果を図-4
に示す． 

図-1では，百貨店を筆頭に，本庁舎や福祉事務所等に

おいて，拠点後背圏人口が多くなければ立地しない傾向

にある施設がみられる．一方で，支所や老人福祉施設，

保育所，銀行，小学校では，立地確率が 50%あるいは 80%
にあたる人口が得られなかった．これらの施設では，人

口が大きくなるほど立地確率も高くなる関係性にないこ

とが示唆される．特に支所や小学校は，行政が運営する

施設であることから，このような立地傾向になっている

ものと考えられる．また，保育所と老人福祉施設も同様

に，人口の影響を大きく受けずに立地することが示唆さ

れたが，本研究の分析対象地域である中核市では「保育

所」や「特別養護老人ホーム」といった社会福祉施設の

設置や認可を行う権限を持つことから，支所や小学校の

ような行政施設の立地傾向となっているとわかる． 
図-2では，人口が約 40,000 人いれば大半の施設が立地

するものの，百貨店，本庁舎，福祉事務所については，

拠点後背圏人口が比較的大きくなければ立地しない傾向 

表-3 人口密度区分による各階級のサンプル数と平均値 

階級 n 平均人口密度(人/km²)
0~1,000人/km²未満 22 427

1,000~2,000人/km²未満 21 1,533
2,000~3,000人/km²未満 18 2,426
3,000~4,000人/km²未満 21 3,485
4,000~5,000人/km²未満 13 4,354
5,000~10,000人/km²未満 13 6,543

10,000人/km²以上 3 11,098

表-2 人口区分による各階級のサンプル数と平均値 

階級 n 平均人口(人)
0~1,000人未満 27 371

1,000~2,000人未満 13 1,505
2,000~3,000人未満 13 2,580
3,000~4,000人未満 8 3,504
4,000~5,000人未満 4 4,573
5,000~10,000人未満 19 7,484
10,000~15,000人未満 10 11,597
15,000~20,000人未満 5 17,227
20,000~50,000人未満 7 27,820

50,000人以上 5 103,862

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

 

  

図-1 人口区分による立地確率が 50%および 80%にあたる拠点後背圏人口 

図-2 累積比率による立地確率が 50%および 80%にあたる拠点後背圏人口 
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図-3 人口密度区分による立地確率が 50%および 80%にあたる拠点後背圏人口密度 

図-4 累積比率による立地確率が 50%および 80%にあたる拠点後背圏人口密度 

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集

 6



 

 

にあることがみられた．また，支所や小学校では拠点後

背圏人口が 6,000 人程度，老人福祉施設や保育所では

4,000 人程度いなければ，立地確率が 50%に至らないと

わかった． 
次に図-3をみると，施設によって立地確率が 50%ある

いは80%に至るまでの拠点後背圏人口密度が大きく異な

ることがわかる．特に，中心拠点に必要な機能である百

貨店やショッピングセンター，病院などは，地域／生活

拠点に必要な機能の施設よりも人口密度が高い場合に立

地確率が高くなる．一方で，支所や保育所では，拠点後

背圏人口密度を高めても，立地確率が 80%には至らない

こと，小学校では立地確率が 50%には至らないことが判

明した．このことから，支所，保育所，小学校では，拠

点後背圏人口と同様，施設立地と拠点後背圏人口密度で

も大きな関係性がみられないことが示唆された． 
 図-4では，図-3と立地傾向が大きく異なり，各施設の

立地確率が比較的特定の範囲で収まっていることがわか

る．累積比率による立地確率によると，約 4,000 人/km2

程度の拠点後背圏人口密度があれば，ほとんどの施設の

立地が起こることが示唆された． 
 
 
5. 拠点の最低人口・人口密度の検討 
 
(1) 拠点の最低人口・人口密度の算出 

 3.(5)の算出方法で得られた各拠点の存在確率が 50%
および 80%となる最低人口を図-5に，最低人口密度を図

-6に示す． 
図-5では，地域／生活拠点の存在確率 50%ラインの最

低人口として約4,000人程度，80%ラインとして約24,000
人程度であると考えられる．中心拠点の存在確率を高め

るには，地域／生活拠点より人口が多く必要で， 50%ラ

インの最低人口は約 82,000 人程度，存在確率 80%ライン

として約 103,000 人程度と推定できた．高次な都市機能

の立地傾向と，拠点後背圏人口の大きさには関連性があ

ることが示された． 
 図-6 では，中心拠点の存在確率 50%~80%となる拠点

後背圏人口密度の値について，人口密度による立地確率

と累積比率による立地確率で大きく異なっている．区分

による立地確率の存在確率 50%~80%にあたる人口密度

が，約 10,000 人/km2~約 12,000 人/km2であるのに対し，

累積比率による立地確率の場合，半分ほどの約 5,000 人

/km2前後という結果となった．区間が重複せず値に大き

な違いがあるため，本研究では，中心拠点の最低人口密

度の推定はできないものとした．  
一方で，地域／生活拠点の存在確率50%~80%にあたる

最低人口密度は，約 2,800 人/km2~約 5,000 人/km2と求め

られた． 

 
(2) 最低人口密度と実際の拠点の人口密度との比較 

多くの自治体で立適が策定・検討されており，計画の

評価指標に居誘区域内の人口密度を用いている市がみら

れる．本節では，立適で居誘区域の人口密度を評価項目

として設定している中核市 44 市を対象に，先ほどの分

析で得られた最低人口密度と，実際の居誘区域内の人口

密度とで比較を行い，その閾値としての妥当性を検討す

る．なお，誘導区域の人口を評価指標として設定してい

る市は 3 市しか確認できず，全国的な比較ができないと

して人口での比較は行わない． 
居住誘導区域内人口密度の現状値および最終目標値と，

地域／生活拠点の最低人口密度との比較したものを図-7
に示す．ここでの最終目標値はあくまで，策定された立 

図-5 中心拠点と地域／生活拠点の最低人口 

図-6 地域／生活拠点の最低人口密度 
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適の計画最終年度の値である．図から，ほとんどの居誘

区域内の人口密度は，地域／生活拠点の存在確率 50%に

あたる最低人口密度を満たしていることがわかる．しか

し，鹿児島市の喜入，松元，郡山等一部拠点では，その

最低人口密度を下回っており，重点的に人口集約を進め

るといったことや，拠点設定の見直しを行うことなどが

考えられる．なお，本研究では 1 つの拠点に分析対象の

すべての都市機能が立地する際の人口および人口密度を

みているため，あらかじめ一部機能のみの立地を図るよ

うな拠点については，拠点として存在し得るものの，こ

のように閾値を下回る可能性があることに留意する必要

がある．さらに存在確率 80%の閾値でみると，この閾値

以上の人口密度をもつ拠点・市がさらに少なくなってい

る．青森市や函館市などでは，現状値ではこの閾値以上

の人口密度を満たしているが，最終目標値ではこの閾値

を下回る．しかし，宇都宮市や豊田市のように，現状値

よりも最終目標値の人口密度が高い場所もみられ，施設

の立地確率を高めるためにも，人口密度を高める施策の

推進が考えられる． 
 
 
6. まとめ 
 
本研究では，中核市における拠点後背圏人口と人口密

度の 2 つの指標から，拠点後背圏内に立地する施設の傾

向との関係を明らかにした上で，あらかじめ拠点が存在

できる最低限の人口や人口密度の検討を行った． 
まず，拠点後背圏内における施設の立地傾向を捉える

ために，人口や人口密度の区分に応じて分類した上での

立地確率と，累積比率による立地確率の 2 つの異なる算

出方法から，施設の立地傾向と拠点後背圏人口，人口密

度の関係について分析した．その結果，区分による立地

確率では，拠点後背圏人口および人口密度と，多くの施

設の立地傾向に関係があることが明らかとなったが，支

所，保育所，小学校の立地については，拠点後背圏人口・

人口密度と大きな関係がみられなかった．累積比率によ

る立地確率でみると，拠点後背圏人口が概ね 40,000 人程

度あれば，多くの施設が立地する結果となった．しかし

本庁舎や百貨店等の一部施設では，拠点後背圏人口が比

較的大きくなければ立地しない傾向にあることが本研究

からも改めて示すことができた．拠点後背圏人口密度の

指標でみると，対象のすべての施設が 2,000 人/km²から

6,000 人/km²の範囲で累積比率による立地確率が 50%と

80%からなる区間が収まっており，施設の立地しやすさ

には，ある程度の拠点後背圏人口密度の存在が必要であ

ることが示唆された． 
続いて，施設ごとの 2 つの立地確率による 50%と 80%

の値をもとに，拠点として立地が可能な最低人口と最低

図-7 居住誘導区域内人口密度の現状値および最終目標値と

地域／生活拠点の最低人口密度 

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集

 8



 

 

人口密度を求めた．その結果，地域／生活拠点の存在確

率が 50%レベルの最低人口は約 4,000 人程度，80%レベ

ルでは約 25,000 人程度となり，最低人口密度の場合，約

2,800 人/km2程度で 50%レベル，約 5,000 人/km2で 80%
レベルとなった．中心拠点では，立地確率が 50%レベル

の最低人口は約 7 万 5 千人から約 9 万人程度，80%レベ

ルでは約 10 万人程度となった．最低人口密度について

は，2 つの立地確率の間で 50%から 80%の区間が重複し

ない大きな数値の差がみられるため，推定が行えなかっ

た． 
最後に，得られた最低人口と最低人口密度という閾値

を，実際の拠点（居住誘導区域内）の現状値および最終

目標値での比較を行った．その結果，ほとんどの拠点で，

地域／生活拠点の存在確率50%にあたる最低人口密度の

2,800 人/km²程度を満たす人口と人口密度を保有してい

ることがわかった．しかしごく一部の拠点では，最低人

口密度の 2,800 人/km²を下回っており，このような拠点

では，重点的に人口集約を進めるといったことや，拠点

設定の見直しを行うことなどが考えられる． 
また，今後の研究課題として以下が挙げられる． 

1) 本研究は中核市を対象に分析を行ったため，中核市

相当と異なる規模の市では，示した立地傾向と同様

の傾向になるとは限らない．より広範な都市規模を

含むために，対象地域を広げる必要がある． 
2) 本研究では居住誘導区域を拠点後背圏として分析

しているが，実際の後背圏としてはさらに広範だと

考えられるため，より実態に即した後背圏での分析

が求められる． 
3) 本研究は 111 箇所の拠点における施設の立地等に

着目したが，これまでの既存研究と比べて，サンプ

ル数が少ない状態での分析となった．対象となる拠

点数を増やして分析を行い，より精緻な立地傾向と

して捉える必要がある． 
4) 本研究は，対象の施設が 1 つ以上立地するかしない

かの判断となっており，量的な関係や，他施設との

関係などについては吟味していない．施設の後背圏

や，施設間の関係性なども考慮した分析を行う必要

がある． 
5) 本研究では，先行研究を参考にした区分による立地

確率と，新たに提案した累積比率による立地確率を

用いたが，どちらが実際の施設立地状況を仔細に捉

えられているかの考察ができていないため，算出し

た立地確率の妥当性について検討する必要がある． 

6) 本研究は，中心拠点と地域／生活拠点のそれぞれで

必要な機能のイメージとして提示された資料を基

に分析対象施設を選定したため，対象から外れた施

設も多くある．そのため，様々な施設の立地傾向を

捉えるためにも，対象の施設を拡大する必要がある． 
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31) 一般社団法人日本ショッピングセンター協会「全国

都道府県別 SC 一覧（2020 末現在）」，
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